
◎地方交付税法等の一部を改正する法律 
（平成一五年二月五日法律第一号）   

一、提案理由（平成一五年一月二七日・衆議院総務委員会） 

○片山国務大臣 地方交付税法等の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由

及びその内容の概要を御説明申し上げます。 

 今回の補正予算により、平成十四年度分の地方交付税が八千五百十九億六千七百万円

減少することとなりますが、地方財政の状況等にかんがみ、当初予算に計上された地方

交付税の総額を確保する必要があります。このため、平成十四年度分の地方交付税の総

額の特例として、三千百九十五億円を一般会計から交付税特別会計に繰り入れて地方交

付税の総額に加算するとともに、交付税特別会計借入金を五千三百二十四億六千七百万

円増額することとし、あわせて平成十六年度から平成三十年度までの間における国の一

般会計から交付税及び譲与税配付金特別会計への繰り入れに関する特例等を改正するこ

ととしております。 

 また、地方公共団体が国に準じて給与改定を実施する場合に見込まれる財政需要の減

少を反映させるため、平成十三年度から平成十五年度までの間における地方債の特例に

ついて平成十四年度に限り減額するため所要の改正を行うこととしております。 

 次に、地方税の当初見込みに対する減収に対処するために発行する地方債については、

普通建設事業等に充当し切れない部分がある場合においては、充当対象を拡大できる旨

の特例を設けることとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、衆議院総務委員長報告（平成一五年一月二七日） 

○遠藤武彦君 ただいま議題となりました地方交付税法等の一部を改正する法律案につ

きまして、総務委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、地方財政の状況等にかんがみ、地方交付税の総額を確保するため、平成十四

年度分の地方交付税の総額について加算措置等を講ずるとともに、同年度に限り、地方

税の減収により、適正な財政運営を行うにつき必要とされる財源に不足を生ずると認め

られる場合に地方債を起こすことができることとする等の措置を講じようとするもので

あります。 

 本案は、去る一月二十四日本委員会に付託され、本日片山総務大臣から提案理由の説

明を聴取し、質疑を行い、討論、採決の結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院総務委員長報告（平成一五年一月三○日） 

○山崎力君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審査

の経過と結果を御報告申し上げます。 



 本法律案は、地方財政の状況等にかんがみ、地方交付税の総額を確保するため、平成

十四年度分の地方交付税の総額について加算措置を講ずるとともに、同年度における交

付税特別会計の借入金を増額するほか、地方税の減収により、適正な財政運営を行うに

つき必要とされる財源に不足を生ずると認められる場合、地方債を起こすことができる

こととする等の措置を同年度に限り講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、地方税財政改革の在り方、補てん措置の趣旨と地方団体への

影響等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して宮本岳志委員より、

社会民主党・護憲連合を代表して又市征治委員より、それぞれ反対の旨の意見が述べら

れました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 


